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斜面市街地における防災と都市開発

　－長崎市立山地区を事例に－

渡邊　享子

Ⅰ　はじめに

　長崎市は、深く入り込んだ長崎港を、標高 300～400m 級の山々が囲んでいる。その市街地

は、港に注ぐ二本の川沿いにあるわずかな平坦地とそれに連なる斜面地に形成されている。市

域面積の 17％に市内住民の約 80％が暮らし、人口密度は 1ha あたり 83 人という、地方都市

としては非常に高密度な市街地となっている。1940～50 年代にかけて、長崎港を中心に周囲

の山腹に市街地が形成し、その後も山腹を駆け上がるように市街地が拡大した。1980 年に合

併前の長崎市の人口はピークに達するが、このとき人口集中地区は標高 200m を越える範囲

まで広がっている。つまり、市街地のかなりの部分が山腹に形成されているのである。これが

長崎市の斜面市街地である。

　斜面市街地とは、標高 20m 以上、勾配 5 度以上の市街地をさす。長崎市においてこの定義

にあてはまる地区は、既成市街地の約 7 割に達する。この多くは、戦後、区域区分が行われ

る前に、もともと斜面にあった棚田を埋め立て、無計画に開発された。当時は、本格的な車社

会の到来前であったため、幅員の小さく質の悪い階投状の道路が敷かれ、結果的に車の入れな

い市街地が形成された。さらに、急速に開発されたために、比較的質の悪い木造住宅が密集し

ている。

　このような市街地では、近年の少子高齢化に伴い、住環境にさまざまな問題が起こっている。

中でも、今回、私が注目したのは防災上の問題である。木造密集住宅地において懸念されるこ

とは、まず防火の問題である。家屋が木造のため非常に燃えやすいことに加え、密集地帯ゆえ

に飛び火すると一気に延焼してしまう。加えて、斜面という地形条件から上部にどんどん燃え

広がる危険性が高い。さらに、このような条件の悪い住宅が密集した地区においては、震災の

際には、地崩れのみならず、住宅そのものやブロック塀が倒壊し狭い道路をふさぎ、住民の避

難を困難にする可能性がある。

　本稿は、以上のような災害の観点から、長崎市内でもっとも中心市街地に近い斜面市街地で

ある立山地区に注目し、その現状と今後の対策について考察したものである。

Ⅱ　対象地域の概要

１．立山地区の形成

　立山地区は、長崎市の中心部に位置しており、金毘羅山の麓の谷沿いに扇状に市街地を形成

している（図１）。もとは投々畑であったが、戦後の急激な人口増加にともなって無秩序に住

宅地化が進んだ。第Ⅰ章で述べたような斜面市街地の特徴と同じく、狭くて入り組んだ街路が

形成され、今も車が入れない状態である。この地区の人口は、1980 年代までゆるやかに伸び

続けるが、その後は急激に減り続けている（図２）。一方、戦後右肩上がりに上昇し続けてい

るのは高齢者率である。2000 年には 22.1％に達し、ただでさえ高齢化の進んでいる長崎市の

平均である 19％を上回っている。地区の住民の属性は二極化しており、高齢者の夫婦及び同
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図 2　立山町における人口の推移

出典：長崎市公式ホームページ

一人暮らし世帯と、若年者の一人暮ら

し世帯である。長期の定住を見込める

若いファミリー世帯は少なく、若年世

帯も一時的な居住地としてしかこの地

区を見ていないたコミュニティが形成

しづらく、高齢化の進む活気のない地

域へとなりつつある。

2．地理的要因による防災の脆弱性

　このようにして形成された斜面市街

地の防災面での脆弱性は基本的に次の

ような点にある（後藤・渡邊 1999）。
　　①自動車が進入できないため緊急時に対応できない。

　　②道路があっても中心市街地へ大きく迂回しており、直線距離の割に時間を要する。

　　③消防車が進入できないため消防局が消防活動困難地域として指定している。

　　④人口流出に伴う老朽住宅、空き地、空き家が多くなり、大火の危険性を生じている。

　　⑤ライフラインが平地より上下方向など複雑なため復旧活動に時間がかかる。

　　⑥上下方向に住宅地が密集しているため、火災の延焼が平地より速い。

斜面地において防災活動を行う際には、やはり上下運動が障害となり活動の効率性を下げるこ

とに加え傾斜が延焼を助長する。さらに、道路状況を考慮すると、幅員が短いということだけ

図１　長崎市中心市街地と立山地区の位置（1999 年ごろ）

出典：日本地図センター 2000．『地図で見る長崎の変遷』
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でなく、階段状の通路であるという制約も加えられる。燃えやすく、広がりやすく、消しにく

いということで、特に火災への懸念が大きい。さらには、戦後にスプロール状に市街地が広が

ったために、建築条件の悪い住宅が多い。震災の際には、こうした住宅の倒壊が強く懸念され

る。都市構造の問題から建て替えが事実上不可能であるというのも問題の一つであろう。ただ

し、この立山地区は比較的地盤が安定している為、震災や大雨による土砂災害の被害は小さい

ことが予想される（長崎県防災課ホームページ）。

　したがって、この地区における防災は、大火と住宅倒壊への対策が中心になる。

3．住民の防災意識

　ここでは、住民が立山地区の住環境に対してどのように感じているのかを、渡邉・後藤

（2002）が実施したアンケートの結果をもとに分析していきたい。このアンケートは 2001 年

に１～4 丁目の住民を対象に無作為抽出された合計 240 世帯に対して行なわれ、回収率は

50.4％であった。回答者の基本的属性としては、約 40％が 65 歳以上の高齢者であり、全体の

40％が夫婦のみ世帯である。居住年数については 50～70％が 20 年以上である。住宅につい

ては、50％以上が築 35 年以上経過している。つまり、この地域はデータから見ても老朽家屋

で構成され、高齢化の進んだ木造住宅密集地区といえるのである。

　住環境の全体的な印象としては、各丁目で「住みやすい」という意見の人が 40％から 60％
となっているが、「住みにくい」という意見も各丁目で 30～40％程度挙がっている。ただし、

居住年数が長いせいか、比較的印象が良いようだ。交通の評価については、「良くない」と回

答した住人が１丁目が最多の 80％で、ついで 3 丁目が 65％、4 丁目が 60％、2 丁月が 50％
である。交通についての評価は良くないようであるが、丁目ごとに差が見られる。

　防災に対しては、各丁目で 80％前後の人が「不安」もしくは「少し不安」と答えている。

ほとんどの人が、多少なりとも不安を感じているということがよくわかる。2 ・ 3 丁目では、

「あまり不安を持っていない」という人が約 20％おり、特に 2 丁目では 10％の人が「ない」

と答えていた。火災や大雨、台風などへの危険度認識は、各丁目 70％程度であり、密集市街

地であるがゆえに火災を非常に気にしていることがわかる。一方で、こうした災害への対策に

ついては、「火元の点検」、「消火器の常備」、「火元に燃えやすいものを置かない」といった日

常の心構えが各丁目で 20％程度の回答である。住宅の不燃化・耐久化や非常持ち出し物の点

検など、費用もかかり特に意識的にやらないとできないような対策は 10％以下とかなり低い

割合を示している。さらに、避難経路の確保に関しては、各丁目で 40％前後の人が「考えて

いない」と答えている。その上、自治会が行う避難訓練に対しては 70％の人が「参加してい

ない」という。これだけ路地が入り組んでいるにも関わらず、避難への意識が非常に低いこと

がよくわかる。以上の結果から、立山地区の住人は危機意識は高いが、それがほとんど行動に

結びついていないと判断される。

Ⅲ　調査結果

１．調査方法

　調査は、2008 年 9 月 16 日から 19 日の間の 4 日間に、立山地区に実際に滞在して行なった。

まず、ゼンリンの住宅地図に記載されている、地区の一般道路及び生活道路の幅員を現地で全

て測定し、幅員 1.5m 以下の道路を抽出した。さらに同時に、階段の段差を測定し、外観から
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明らかに木造住宅であると思われる住宅を抽出した。これらの情報を GIS でデータベース化

し、分析することで、災害時にどのような避難経路が考えられるかを明らかにし、さらに改善

案を提案した。

２．地区内の形状

　まず、交通面について述べると、地区の中は中枢部を中腹まで車道が通る他は、町内の周辺

部を車道が囲んでいるのみである（図３）。その他は、傾斜がきつく、幅員の小さな路地が無

秩序に網目状に走っている。中枢の車道を大動脈に喩えると、この中の道は毛細血管のような

ものだ。大動脈を流れる血液を何とか細部まで引っ張ろうと縦横無尽に細い管が伸びている。

それと同じように、中枢の道と何とかつながろうと細い道を縦継ぎ足しつなげている。浅いお

椀のような地形の谷を囲んで位置するのが 1～4 丁目であるが、この斜面の東側と西側では状

況が異なる。

　東側は、麓側が 1 丁目、山頂側が 4 丁目である。こちらに並ぶ家は仕較的敷地が大きく、

むき出しの木造ではなく、不燃化対策が講じられている家屋が多いようだ。住宅の外観が比較

的整っており、しっかりしている印象を受ける。ただし、一つひとつの路地が孤立しおり、あ

る路地に入ると一度車道まで出なければ隣の路地に出ることができない。さらに、敷地面積が

図３　立山地区の居住環境



斜面市街地における防災と都市開発（渡邊　享子）

－5－

比較的広いためか、家の周りにブロック塀を構えている住宅が非常に多い。ここは、もともと

畑であったところを開発した密集住宅地であるため、私有地と通路も境界が曖昧であった。そ

のため、私有地に通行人が入り込んでしまうことが多く、それを嫌った住人が後から家の周り

にブロック塀を作ったのだという。このため、もともと宅地建設のための条件であった通路か

らのセットバックがつぶされてしまい、狭い路地に両側からブロック塀が迫るという光景（写

真１）が町内のいたるところに見られる。もし、このブロック痕が崩れた場合には、ただでさ

え狭い路地はつぶれてしまい、さらにほとんどの道が行き止まりの道路であるため、避難でき

ず孤立してしまう可能性が非常に高いといえる。

　西側は、麓側が 2 丁目で山頂側が 3 丁目である。こちら側は、1 丁目と 4 丁目に比べると住

宅と敷地の規模が全体的に小さく、比較的むき出しの木造住宅が多いように感じた。東側の路

地が直線的に伸びているのに対し、西側はいっそう無秩序に張り巡らされている。ただし、そ

の分、道同士がネットワークをついないでおり、長く住んでいる人は、どこに住んでいても斜

面の上下どちらの車道にも出やすいのであろう。しかし、慣れていない人にとっては、迷って

ぐるぐると同じところを徘徊する羽目になってしまう。また、「たて」の道にしろ「よこ」の

道にしろ、すべてが階段状の通路になっている。しかも、これらは大抵段差がそろっておらず、

気を抜くと突然の大きな段差に足をとられることがある（写真２）。幅員も一定ではないこと

が多く、比較的広くて通りやすい道なのかと思って入ると途中から狭くなることや、その逆の

ケースがある。細くなった部分が震災でふさがるようなことがあれば、通行の途中で進むこと

ができくなってしまう。さらに、数少ない階段ではない箇所は、非常に傾斜のきつい坂である

ことが多い。こうした箇所は、見通しの悪い路地を進むと突然あらわれる。

　データを見ても、東側（1 ・ 4 丁目）に比べると、西側（2 ・ 3 丁目）において住宅築年数

が 30 年以上の住宅が非常に多いことが分かる（図４）。東側では築 10 年以下の比較的新しい

住宅も多く建設されている。また、5 丁目では 8 割強の住宅が築 30 年以下であり、20 年以下

の住宅がその半分を占める。他の地域に比べかなり「新しい地区」であるということが顕著に

現れている。

　すべての町内に共通することの一つとして、私が目に付いたものは狭い通路の脇に設置され

　　

　　　　　 写真１　ブロック塀　　　 　　　　　写真２　段差がまちまちな階段
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た水路である。この水路は幅が 20cm 以上あり、幅員に対し相当な比率を占めているといって

も過言ではない。これは、大雨の際にコンクリート張りの斜面の路地が、その傾斜と水はけの

悪さゆえに川になってしまうためである。そのため、家と通路を繋ぐために軽くブロックを置

き、足場としている住宅が多い。これも非常時には破損する可能性が非常に高く、普段無意識

に通っている足場が突然消えたら非常に危険であるといえる。

　しかし、この地区ならではの良さもある。まず、この傾斜と高度のために見晴らしが非常に

すばらしい。昼には、浦上川の河口にかかる、長崎がほこる斜張橋の女神大橋が一望でき、夜

には日本三大夜景の一つに数えられる稲佐山からの眺望にも劣らない景観が望める。さらに、

この谷地形は北から南に向かって開けているために、日当たりが非常に良好である。

　地域で防災対策を講じる際に都市計画上必要になる設備がある。まず、この地区でもっとも

懸念される災害は火災であるのだが、これに対しては大きく分けて消火対策と延焼遮断帯の設

置が必要である。また、災害発生時には避難所が必要となる（目黒・村尾 2008）。これらのう

ち、どの程度の設備が地区に設置されているのであろうか。延焼遮断帯とは、密集市街地にお

いて延焼を抑えるために設置される地帯で、河川・鉄道・道路・分園などのいわゆるオープン

スペースや耐火建築物群が考えられる。こちらについては、十分なオープンスペースもない上

にほとんどの家屋が木造であるため、延焼をくい止めるような耐火素材でできた建築物は車道

に出るまで見られなかった。

　

３．地区における防災対策

（１）消火対策

　まず、実際に火災が起こったときを想定し、対象地域ではどのような手段で消火するのかを
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示しておきたい。この地区では、中枢部と中腹の一般道路以外

は車が入れない。つまり、大規模な火災が起こった場合、消防

車は地区の内側まで入れないのである。そのため、車が入れる

ところまでポンプ車が入り、ホースをつないで水を運び、火を

消し止めるしかない。ホース消火栓は階段の踊り場の各所に設

置されているようである。したがって、麓側から消火を試みる

場合にはかなりの水圧が必要となる上に、ホースをつなぐのに

時間がかかる。この地区を管轄している消防団は長崎市消防団

の第六団である。この署は、市役所の位置する桜町に立地して

いるため、麓から現場に向かうということが想定される。中腹

の車道、つまり地区の上側から消し止める場合にはポンプ車の

水圧の問題は解消されるが、その分到着まで時間がかかる。さ

らに後ほど述べるが、特に東側の斜面においては、車道から非

常にアクセスの悪いエリアが多く存在する。上からにせよ下からにせよ、こうした消火方法は

非常に非効率的であるが、現状としては他に方法がない。

　また、消火・警報機は家屋一軒につき 5 台は必要であるが、1 丁目においては全部で 165 台

が必要なところ、購入・設置したのは 79 台であったという。つまり、必要数の半分以下しか

取り付けられていないのである。これは、経済的な要因が大きく、１台 3,800 円するものを町

民は自分では買わないのだという。援助したくとも月 250 円の町内会費ではまかなえないこ

ともある。

　消火器を常備している世帯は各丁目の平均で 20％程度である（後藤・渡違 2002）。しかし、

そもそも使い方がわからない住民がほとんどで、町内で講習会を行っても参加率が非常に悪い

ようだ。代わって、初期消火のために各戸で備えているのは消火バケツである（写真 3）。こ

のバケツに水を汲み、軒先においておくことで、小さな火が出た際には早急に消し止める。確

かに、とっさの消火を行うには、消火器に比べこちらの方が効率的であるといえるかもしれな

い。しかし、火が大きくなってからでは消火しきれない可能性が高い。

（２）避難所

　避難所には、大きく分けて一時避難所、避難所、広域避難所の 3 種類がある。一時避難所

とは、危険から逃れるために一時的に避難するオープンスペースであるが、この地区には残念

ながら見受けられない。

　続いて避難所とは、宿泊ができる屋根のついた施設を伴うもので、これは地域の中に設置さ

れる。この地区で住民が避難所と認識している場所は、中腹の長崎中学校、五丁目の長崎東高

校、中学校の向かいに位置する立山会館、そして麓の桜町小学校の計 4 箇所である。しかし、

これらの全ての収容人数を合わせても 888 人であり、町内の人口は 2,884 人であるから、3 分

の 1 にも満たない計算となる（図５）。

　さらに中学校・高校・立山会館は、いずれも斜面を登らなければたどり着くことができない

ため、地元住民は避難所としてあまり期待していないようである。となれば、住民はいざとい

う時には斜面を下だり、麓の桜町小学校をめざすことになるのだが、ここにたどり着くために

は、もっとも近い一丁目の南側から私（21 歳）の足で歩いても 15 分近くかかる。その上、た

写真 3　消火バケツ
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だでさえ収容人数が足りていない

のに、立山地区の住民のみならず

近隣の斜面地の住民や桜町の住民

もここを目指すことになる。

　老朽家屋が大半を占めるこの地

区においては、震災時、多くの建

物が倒壊する危険性が高い。さら

に、余震の影響を考えれば、たと

え倒壊しなかったとしても地区に

とどまっていることは大変危険で

ある。ゆえに、避難所の存在は非

常に重視されるべきであるが、現

状、思うように機能しないことが

予測される。

（３）施設へのアクセシビリテイ

　ここでは、災害時の非難に注目して、地域内でいかにたやすく避難所もしくはそれに順ずる

施設にたどり着けるかを分析した。

　まず、地域内を実際に歩き、アクセスに障害があると思われる箇所を抽出した。さらに、町

内全ての路地の幅員を実測することによって、災害時に通過が困難と思われる場所を分析した。

その後、町内の人口及び居住者の年齢データから、何処にどのような年齢の住人がいるのかを

地理的条件のデータと重ね合わせた。アクセシビリティの高低については、町内の中枢及び、

斜面の中腹を走る、車両が通行可能な一般道までの道路上の距離を GIS のネットワーク分析

を用いて計測し、評価した。その際、後藤・渡違（2002）の調査による、この地区の住民が

苦痛を伴わずに歩けるのは 100m 前後であるとの調査結果を参考にして、車道まで 50m ごと

にどれくらいの距離を歩かなければならないかをあらわした。

　まず、図６に示したのは、通常の場合の分析結果である。この図から、50m 以内の移動で

車道にたどり着ける住民はかなり少ないことが分かる。実際には、車道に面した家以外はほぼ

50m 圏内にはいない。また、探索距離を 50m ごとに 200m まで広げていくと、最も車道への

アクセスの悪いエリアが判明する。それは、4 丁目の学校附近であることが分かる。このエリ

アの高齢者率を見ると最も高いランクに属しており、空き家や築年数の長い木造住宅が多い。

地区全体傾向としては、アクセシゼリティの悪いエリアにおいて高齢者率が高いとは必ずしも

いえない。斜面中腹の車道に面しているエリアは比較的高齢者率が低い傾向にあり、中枢の車

道に面しているところは中腹に比べると高齢者率が高い傾向にある。団地内のアクセスの悪い

エリアで高齢者率が低い地区の住人は、おそらく立山地区の中心市街地に近い立地条件と安い

賃貸料に惹かれ、ここを選択した若年単身者が多いのではないかと思われる。こうした住民も

周辺の地理観に乏しいため、緊急の際には災害弱者となりえることが想定される。

　さらに、路地の条件をより加味して分析したものが図７である。これは、幅員 1m 以下の路

地は通行できないものとして、地域内の車道へのアクセシビリティを分析した結果である。こ

うしてみると、勾配ゆえの通行困難に加えて、中腹の車道へ出るのがより困難なことがよく見

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

避難所収容人数

人口

長崎中学校 長崎東高校 桜町小学校 立山会館

図５　避難所の収容可能人数と人口の比較

出典：長崎市役所ホームページ
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て取れる。そして、200m 歩いても車道に出られないエリアが 2 丁目付近に大きく広がってい

る。つまり、2 丁目の路地の条件は、現状、他の地域に比べて悪いということがこの分析から

明らかになる。また、注目す

べき点は、長崎中学校付近の

アクセシビリティの悪さであ

る。このようにしてみると、

この付近において 200m 以内

で車道に出られる住宅は皆無

に等しい。となれば非常時に

は、このエリアでは学校ヘア

クセスしやすいことが重要と

なるはずであるが、団地の内

側から学校に入る道は整備が

されていない（写真４）。特に、

この付近の路地はすべて 1m

図６　立山地区における車道へのアクセシビリティ

　　

写真４　長崎中学校周辺の通路
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以下のもので構成されている。こうした地域内の地理的条件においては、この学校のこの立地

が如何に重要な意味を持っているかを再考し、新しく施設を建設することよりも、学校の周辺

整備や設備の充実に努めるべきであろう。

4．自主防災組織

　長崎市では、各町内で合計 378 の自主防災組織が形成されている。自主防災組織とは、自

治会を中心に形成され、①防災知識の普及、②災害の予防に関すること、③災害時における情

報の収集および伝達、救助、援護、避難誘導、④火災発生時における初期消火活動、⑤防災訓

練、⑥防災機材の備蓄などを行う組織である（長崎市地域防災計画より）。立山地区では、1987
年に、1～5 丁目の各町内に自治会がこれを兼ねるという形で結成されている。

　それまでは、地域には町内の青年を中心として結成されていた自警団という防犯・防災組織

があった。これは、「自分の地域は自分で守る」という意識のもとに消防団のような働きをし

ていた。こうした組織が、避難所の鍵の管理や初期消火のみならず地域の伝統文化の継承にも

貢献していたとのことである。ところが、地域のコミュニティの弱体化に伴ってこうした働き

を地域住民が自ら行うことを嫌い、自治会内でこの組織の結成に反対がおき、数年前から自警

団がなくなって自治会に一本化されたのであるという。無論、自治会の幹部も担い手が少なく、

図７　立山地区における災害時の車道へのアクセシビリティ
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結局のところ自治会長が防災組織の責任者も兼ねている。高齢化でなかなか跡継ぎも担い手も

いないのが現状である。

　もうひとつ特徴として挙げられるのが、婦人防火クラブの結成である。これは、主に地域の

主婦を中心に結成されている組織である。「火を消す」のではなく「火を防ぐ」、つまり「火を

出さない」という意識のもと毎年末に訓練を行ったり、勉強会を開いたりしているようだ。地

域内で呼びかけて、「夕食準備の時間帯は地域内で電話を掛け合わない」など、家にいる時間

の長い主婦だからこそ心がけなければならない身近なことから火を出さないように心がけてい

る。こうした小さな心がけは非常に重要であり、だからこそこうした地理的条件にもかかわら

ず数十年の間、大規模な火災を起こさずにこられたに違いない。

　以上のように、防災のためには、如何に地域の結びつきが意義のあるものなのかが強く意識

される。このような地域のコミュニティにおける活動を促進していくためには、地域内ですご

す時間が長く、地域に対する関心の深い主婦層を対象として進めていくことも重要になるので

はないだろうか。

　

Ⅳ　地域の改善に向けて

　ここまでは、主に地域内の防災に対する現状について私自身の見聞に基づいて分析してきた

が、地域の行政や住民は実際にはどのように考え、行動しているのであろうか。そして、それ

によって地域はどのように変わるのかを考えてみたい。

１．地域住民の要望

　これまで述べてきたように、様々な視点から長期的に都市を考えると、誰かしら被害者が出

てきたり、他の問題が発生したりする。では、住民らは地域の改善をどのような方向性で進め

てゆくことを望んでいるのだろうか。杉山ほか（2000）は、1999 年に長崎市都市整備部まち

づくり課が行った「立山地区まちづくりアンケート」をもとに、居住環境改善に向けて車道（歩

車分離、交通量、幅員、配置関係、一方通行）、横道（路地、バイク通行の可否、幅員、配置

関係）、懸垂型昇降機の設置方法、駐車場（設置場所、規模）、公園規模、移転住宅の 13 項目

を設定し、①環境、②防災、③利便性、④つながり（コミュニティ）の四つの視点を軸に、住

民側と行政側の双方に調査を行った。

　この調査によると、環境、防災、利便性、つながりという四つの視点の中で、住民が最も重

視しているのは防災であった（表２）。次に利便性・つながり・環境と続く。防災面を考慮し

た場合、車道は歩車分離で、横道も幅員 2～4m のものを住人は望んでいる。ただし、この項

目は常識的に考えれば自明のものであるので、住民が明確にビジョンもっているというよりは、

地域内の交通は不都合であり、変わるべきであるという意識があるということを示していよう。

この調査では、道路の改善に対しては歩車分離、交通量、幅員、配置関係、一方通行、バイク

通行の可否などが改善項目として挙げられたが、地域住民の悩みとしては、前述したように、

特に東側斜面に行き止まり道路が多いということも大きな課題であると思われる。一丁目では

自治会長の自主的な努力によって行き止まり道路を解消すべく、住宅のブロック塀の間に階段

と路地が通された。こうした取り組みによって、日常生活におけるアクセスは若干改善される

だろう。しかし、この通路は幅員が 0.6m ほどで、人一人がやっと通行できる程度の非常に狭

い通路であり（写真５）、非常時に使えるかは疑問である。また、階段の段差が大きいので通
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写真 5　自治会長により設置さ

れた通路

行には注意を要する。行き止まり道路は、もっと扱本的に改善し整備してゆくべきである。し

かし、その大半は、大規模な工事が難しい路地の奥に位置しており短期的に改善するのは困難

である。

　　私が立山地区の住民に聞き取りを行った際には、根本的な都市構造の問題はさておき、短

期的に解決できる問題として地区内に駐車場を増やしたい

とのことであった。これは、車社会へ対応することで若年

者を呼び込みたいという意図と、駐車場自体がオープンス

ペースの役割を持つため密集度が抑えられ、防災面にもプ

ラスの効果をもたらすという意図があった。この調査では、

防災面から見ると駐車場の設置に対しては、地区内と地区

の縁辺部どちらでもよく、規模に関して大型中駐車場を作

るよりも小型駐車場を分散させた方が良いということであ

った。配置についての意識の差はここでは見られず、その

他の環境・利便性・つながりという要因を考慮した場合に、

地区内にある方が良いという結果が現れる。このことから

住民は、駐車場は地区内で密集度を抑える装置として働く

可能性があるということを認知しているが、一時避難所と

表２　居住地域改善に対する住民の意向

出典：杉山ほか（2000）．
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なるオープンスペースとして働くとは期待していな

いことがいえるのではないだろうか。地区を実施に

見ると、そのように思うことは理解できる。そもそも現状団地内にオープンスペースをとるこ

と自体が難しく、何台も駐車できるほどの面積を確保できていないので、車が入った場合にそ

れ以上の余地がない。住民が再三話すように、この地区において駐車場は希少価値があり、相

当な需要があるゆえに確実に満車となるため、人間が逃げ込めるほどのスペースは確保できな

いのである。

　さらに、現状、地区内にある駐重場の多くが住宅の一階部分か、屋上を改装して設置された

非常に不安定な構造のものでる。こうした駐車場を備えた住宅は、外から見ても危険な改装が

されているものが大半である（写責６、写真７）ので、災害時にここを頼ることは考えにくい

だろう。さらに、オープンスペースとしての機能も備えていない。こうしたイメージから、駐

車場それ自体は、オープンスペースとして一時避難所の機能を果たすのではなく、あくまで移

動手段である車を置くためのスペースとして捉え、緊急時においてもアクセシビリティの観点

からできるだけ一箇所に固めずに分散してあった方が良いというのが住民の意思であるのだろ

う。一方、公園が新しく建設される場合には、その場をオープンスペースとして期待している

ようで、防災に関する評価においても分散して設置すべきという意思がはっきり聞かれた。

　公園のような施設を設置するためには、地域の再開発が必要である。その用地の確保のため

に移転を余儀なくされる住民が発生する。その場合、住民はどのような補償を望んでいるのか。

「移転住宅」という項目を見ると、地域内代替地の補償を望んでいる一方で、同じ地域内でも

共同住宅への移転は望んでいないという結果が出ている。地域と戸建への執着のあらわれであ

る。しかし、こうした補償は、限られた土地の中では大変難しく、再開発の際には合意形成に

非常に時間がかかることが、データからもよく分かる。以上の分析は、主にハードの部分に向

けられていた。しかし、自主防災組織についての節でも述べたように、大規模な災害を未然に

防ぎ、災害時に円滑に対策を講じるためには、地域に強固なコミュニティと若年層の力、いわ

ゆるソフトの部分が必要である。したがって問題意識の根本にあるのが、高齢化に伴う若年人

口の流出によってそのどちらもが欠けてしまい、ソフトの部分が不在になっているということ

なのである。

　そこで、コミュニティを再生させるために何ができるのか。それを地域住民はどのように考

えているのか。この地のコミュニティが衰退したことのひとつの要因としては、人口流出の他、

長崎市内における学校選択性の導入に伴う長崎中学校の生徒数の減少が挙げられるようだ。市

写真６　建築物の１階を改装した駐車場

写真７　屋上を改装した駐車場
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内でも立地がよく、アクセシビリティの良い学校に生徒が集まる傾向にあるという。だから、

一丁目に位置する長崎中学校へのアクセシビリティを向上させることで、生徒数を確保し、学

校と連携して活動することで地域内の活力とコミュニティを強化したいというのである。その

対策として、コミュニティバスを麓から通すことで、通学の利便性を向上させるべきだと考え

ているようであった。また、先ほどの駐車場の例に見られるように、車社会への対応によって

若年層を呼び込むということは急務となっている。

２．行政の対応

　前段の住民の要望と問題の構造を受けて行政側はどのように対応し、対策しているのであろ

うか。ここでは、長崎市が市内の斜面地全般に対して行っていることと、立山地区における具

体的な取り組みについて分けて述べる。

（１）市内斜面市街地全般に対して

　長崎市では、1992 年に世界 15 カ国の斜面市街地を持つ都市の行政担当や学者など 300 人

を集め、「国際斜面都市会議」を開催した。これを皮切りに、1993 年には市の斜面地全体をど

のように整備するかを示した「長崎市住環境贅備方針」を策定し、1994 年度から地区ごとに

まちづくり計画の素案を作成している。計画の策定方法としては計画の初期段階から住民参加

型でおこなっている。市内のいくつかの地区では、国の採択を受け、国庫補助事業（密集市街

地整備促進事業）として取り組んでいる。

　長崎市では、このようにして 8 地区、約 180ha を対象地区に設定し、市を挙げて斜面市街

地再開発事業を推進している。これに関しては、大規模かつ抜本的な開発が必要であるために

非常に長期的な開発となる上、地権者の合意形成が非常に困難であり、さらには多くの人手と

予算を必要とする。推進していく上では、前述した合意形成、人手・財源・期間のコストに加

え、定住意志・共同建て替えの敬遠や、権利関係の輻輳による調整の困難性など、地形の複雑

性に加え、密集住宅地であるがゆえの複雑性に直面することとなる。そうした中で、市民主体

のまちづくりの更なる推進が必要になってくる。市では「斜面市街地の整備促進に関する条例」

を制定し、市民が自ら計画し事業を行うことを経斉的にも支援している。

　少子高齢化に伴う市内全体での人口減少傾向に伴って、今後更なる都市化には歯止めがかか

り、既存の市街地をいかに維持していくか、そして中心市街地をいかに活性化させるかが都市

計画における関心事となるであろう。そんな中で、私が最初に疑問に思ったのは、もともとス

プロール状に広がった斜面市街地は、そもそも今の範囲を保ったままで維持されるべきなのか、

それとも人口の減少に伴ってその範囲自体が縮小されるべきなのか、どのように都市計画を行

っていくべきなのかということであった。

　長崎市では、斜面の密集市街地の規模を縮小するよりも、先ずは間引きを行っていくことで

とにかく密度を抑えることを目指しているということであった。具体的な方法としては、空き

家になって処理できなくなった住宅の敷地を行政に寄付してもらい、更地にしておくのである。

これを、長崎方式と呼んでいる。このように、空き家になった土地をじっくり増やしていくこ

とにより密集度を抑えているのである。さらに、この方式を使って、空地を増やして行くこと

で自然発生的にオープンスペースが確保でき、ひいては区画整理のための用地を確保できるの

ではないかという期待もある。しかし、実際には、所有は行政側でも、空地の管理は地区で行
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わなければならないため、高齢化し疲弊した地域内では管理が行き届かず、現状、荒地のまま

放置されているケースも少なくない。

（２）立山地区に対して

　市内の斜面市街地再開発事業の中でも、この立山地区では、

　　①都心に隣接した立地のために若者の定住化を図る。

　　②多様な世帯が定住することで地域コミュニティの創造を図る。

　　③日常生活を支え、緊急時にも対応できる道路ネットワークを整備し、日常生活サ一ビス

を確保する。

　　④老朽木造住宅及び、接道不良住宅を解消し地域の安全性を確保する。

と、大まかにはこれらの目標のもと事業を堆進している。

　地区内には、前述した学校や集会所の他、福祉施設や大規模な公園などもあり、施設の種類

はそれなりに充実しているのであるが、これらは後から斜面中腹、つまり町外の標高の高い点

に設置されている。しかし、これら

の施設は、団地内の住人にとっては

アクセシビリティが悪く、なかなか

活用できないというのが本音である

ようだ。

　この地区では、行政側も防災面で

の住環境の向上を重視している（杉

山ほか 2002）。そのためには、何よ

りも車の乗り入れられる生活道路の

建設が急務なのであるという。まず、

消防活動を円滑化するためには団地

の内側まで車両が乗り入れられるこ

とが必要である。さらに、オープン

スペースや避難所などの防災施設を

建設するためには幅員 4m 以上の道

路に接していなければならない。こ

れは、防災施設だけでなく一般の住

宅家屋も同じことで、老朽化した住

宅を建て替え、災害に強い住宅地に

していくためにはまず道路を通すこ

とが必要なのである。

　さらに、この地区の状況がなかな

か改善しない要因は高齢化にあると

捉えている。住民と合意形成を行う

際に、住民側が口を揃えて言うこと

は「自分が生きているうちによくな

らないのなら変わってもしょうがな

図 8　地区開発の基本構想

出典：長崎市都市計画部 2004．『よかまちづくり長崎　まちづくりガ

イドブック』
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い」ということなのであるそうだ。つまり、とりわけ長期的な事業となる斜面密集市街地の再

開発にあたって、地域のことを長期的に考える人材が不足しているのである。さらに、高齢者

は「自分自身にも介助が必要なのに、なぜ自分が公共の福祉に尽力しなければならないのか」

という意識が強い。地域を変革する持久力のある人材に欠いていることに根本的な問題がある

と考えているのである。現状、すべてが悪循環に陥ってしまっているこの地域では、道路を建

設することで都市構造自体を変えないと、その後のことは何も手がつけられないのだという。

　そこで、市のまちづくり堆進室は、主に公共施設の整備、老朽住宅の建て替えを目的として

団地の中腹部に道路を新設する計画を堆進している。図８がその基本構想である。現在は、道

路の線形が決定し、ようやく住民の合意形成が取れたという段階にいたっている。道路が新設

された段階で、それに近接させる形で小広場などのオープンスペースや、共同住宅、集会所な

どのコミュニティスペースを確保するのだという。さらに、それに伴って住宅事情や通行条件

の悪い地域を中心に、車道に接合させる形で生活道路の整備を行うことでできるだけ広い範囲

における建て替えを促進しようという計画のようだ。したがって、市はこの新設道路を交通手

段としてよりは、ハード面の整備のためのツールであると捉えているように感じた。

（３）地域の変容に向けて

　それでは、実際に新設道路が完成したとすれば、地域はどのように変容するのであろうか。

新しく道路ができた場合のアクセシビリティの変化を分析することから、新設施設のサービス

が地域内でどのように広がるかを明らかにし、今後の地域の姿を私自身の見解に基づいて予測

した。図９は、新設道路を加味した上でネットワーク分析を行い、新設道路までアクセスする

のにどのくらいの距離を要するかを 50m 区分で示したものを、先ほどの図６に重ねたもので

ある。オレンジ系の色で示したものが新設道路までのアクセシビリティであるが、特徴として

は階段や狭い路地の多かった 2 丁目の周辺の生活環境がかなり改善されることが予測できる。

一方で、その他のエリアにおいて新設道路へのアクセシビリティが高いエリアは、もともと既

存の車道までのアクセシビリティが良いエリアであるケースが多い。さらに、もともとアクセ

シビリティの悪い 4 丁目エリアの状況は改善されていない点が指摘できる。

　次に、生活道路の新設に伴って、広場や集会場、共同住宅の設置も決まっているが、こうし

た施設は地域にどのような影響を与えるのであろうか。まず、新設広場へのアクセシビリティ

を示したものが図 10 である。団地内においては道路条件から新設道路に接している部分にし

か広場を建設できないので、広場までのアクセシビリティはこの新設道路のネットワークにか

なり影響を受ける。そのため、こちらも先ほどの図９と似たような図になり、やはり 4 丁目

にあるもっともアクセシビリティの悪いエリアは、どの広場をとっても近接性が悪い。さらに、

斜面の東側と西側で影響圏がかなり偏っているということがよくわかる。東側では 3 つの広

場の予定地があるのにもかかわらず、近接性が良いのは周辺のかなり限られた範囲になってし

まっている。そして、町内全体を見渡すと広場が提供するサービスもどちらかというと斜面の

西側に偏っているいるということが指摘できる。

　さらに、注目すべきなのは、共同住宅の立地である。2 丁目にできるものは、新設道路によ

って改善されるエリアの中心に位置し、立地条件としてはかなり良いエリアであることが図か

ら明らかにされる。しかし、3 丁目と 4 丁目の間の斜面移送機の終着点に配置されている施設

は、比較的アクセスが悪いエリアにある。確かに、斜面移送機を使えば、徒歩でアクセスする
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よりは移動は楽なのであろうが、これはそもそもアクセシビリティと道路条件の悪いエリアの

改善に向けて設置したはずのものであるので、その終着点は潜在的に地域外部へのアクセスは

悪いのである。

　地域を全体的に見ると、新設施設のサービスが西側に偏在しているといえる。これは、前述

したように西側の住宅に築後年数が長い家が多いのと、幅員や階段などの道路条件が悪いため

であろう。したがって、生活道路が新設された際には、西側に新しい住民が流入すると思われ

る。しかし、一方で、東側のもっともアクセスの悪いエリアの状況は改善されない。こちらは、

住居や幅員は西側よりは良いとはいえ、行き止まり道路が多いことに加え高齢者率も高い。確

かに住民は少数ではあるが、このエリアのアクセスを改善しないのなら、このまま衰退してい

くだろう。

　この地区は、中心市街地から非常に近いために、環境が整えば、若年層にとっても非常に魅

力的な住宅地である。もし道路が新設され 2 丁目近辺の住宅環境が整ったならば、おそらく

その近辺の地価は上がり、開発されて条件の良い住宅ができるのであろう。しかし、一方で地

図９　新設道路建設後の道路へのアクセシビリティ評価
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価が上がり、車が乗り入れられるようになれば、今まであった地域の姿とは状況が変わり、た

だ便利になるというだけではなく、「車社会に対応した人」に向けられた地域になるのではな

いだろうか。つまり、都市構造が変わることによって、地縁がなく、既存の住民（主に高齢者）

とは別の属性を持った住民が流入することで地域の再開発が新任民に向けられたものとなり、

再開発が必ずしも既存の住民にとって好ましいものでなくなってしまうのではないか。また、

若年のファミリー層が入ってきたとしても、既存の高齢者世代と血縁関係などの深いつながり

がない状態の中、本当に円溝なコミュニティが形成できるのであろうか。開発を行う際に、道

路ができ、若年ファミリー層が入ってくればすべてうまく行くという思考でとまってしまって

は、長期的な視点でまちづくりを捉えているとはいえない。新しく若年層が入ってきても、最

初に地域のコミュニティのイニシアチブをとらなければならないのは、おそらく今ここに住ん

でいる住民なのである。したがって、やはり地域社会の活性化の担い手は、既存の住民の中に

育成していかなければならないのである。そうした、未来も見据えて、やはり今こそ地域内で

の「つながり」を再生させるためには何ができるのか深く考えていかなければならないであろ

図 10　新設広場へのアクセシビリティ評価
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う。

　さらに、問題にすべきなのは、開発後の地域にサービスの偏在が見られることである。現状

最もアクセスの悪いエリアでは高齢化が進み空き家もいくつか見られる。その部分だけでなく

東側は、全体的に高齢者率が高いということも図から明らかに見て取れる。東側では、行き止

まり道路の大規模な改善をおこなわなければアクセシビリティは改善されず、衰退していって

しまうことが予想される。東側は、西側に比べれば道路や住宅など見た目の景観がそれほど深

刻でないので取り残されがちだが、だからこそこちら側は今ある設備をいかにうまく機能させ

るかを重点的に考えていかなければならない。そして、東他の住民を定着させることによって

根強い地域のつながりを維持するべきであると私は考える。そのために、やはり立地のことを

とっても、コミュニティのことをとっても、学校のあり方を見直すことは非常に重要になるの

ではないかと思うのである。

（４）5 丁目に見る開発後の立山町の姿

　以上のように考えたのは、ここまで言及しなかった 5 丁目の様子を見たことによる。

　5 丁目は、中腹の道をはさんで最も標高の高い位置にあり、１～4 丁目とこの地域は少し様

子が異なる。開発の時期が比較的新しいこの地域は、立山町内で最も外側に広がった地域であ

る。主な土地利用としては、東側には立山公園、西側には長崎東高校があり緑地も非常に多く、

比較的住宅の密度も低い。先ほどから話題にあがっている中腹の車道の他に、さらに山頂側に

もう一つ車の入れる道路があり、麓からの距離はあるものの車さえあれば中心市街へのアクセ

スが容易である。ところが、このように車道に面した住宅は非常によく整備されている一方で、

斜面という条件は 1～4 丁目と変わらず勾配があるために、団地の内側の路地はやはり階段状

で幅員も 1.5m 以下の条件の悪いものとなっている。それに伴い、内側の住宅は築後年数が長

く木造の物が多い。

　つまりは、こうした斜面地における木造密集住宅地では、もし車の乗り入れられる一般道路

が新設された場合その近辺の地価は上がり、いち早く開発され、条件の良い住宅や賃貸住宅が

建設され整備される。しかし、その内側の車でのアクセスの悪いエリアには開発がとどかず、

条件の悪いまま残ってしまう。人口減少に伴い、こうしたエリアで空き家が増えるだろう。こ

の跡地を有効活用できるのならば、オープンスペースとして使えるようになるかもしれない。

住宅の間に空地ができ、密集度が抑えられれば延焼を防ぐことができ、また住宅に囲まれる形

で空地ができることによって、そのブロックでのコミュニティスペースとしてのオープンエリ

アができるからである。しかし、現実を考えると、土地の利権や相続の関係が複雑に絡んでい

るために、うまい具合に公共の空地だけが残ることは考えにくい。また、勾配や路地の裏側で

あるために施工が難しく、内部が衰退し空き家が残った場合に、防犯・防災上さらに危険度が

増してしまうということが危惧される。

　車道が通り、車が乗り入れられるようになれば、そこに入ってくる住民の属性はおそらく家

族世帯が多いのではないかと考えられる。それは、5 丁目で高齢者率が比較的低いことからも

予測できる。それに伴って、確かに地域はファミリー世帯に好まれるように、また持続的なコ

ミュニティの形成に都合のよい地域形成が必要になる。これは街づくりに携わるものにとって

は非常に好ましいことである。しかし、開発が進んで、もともと単身または夫婦二人暮らしの

高齢者が多い地区に親子一世代のファミリー層が入ってくると、その地域がファミリー層に好
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ましいように変容し、移住できず取り残され、慣れ親しんだこの地を離れたくない高齢者は開

発から取り残されてしまうのではないか。ここで問題なのは、新しい住民と既存の住民の間に

長い時間をかけて培われる関係がないということだ。おそらく既存の住民にとって一番好まし

いのは、出て行ってしまった子息の世代が戻ってきて一緒に住み続けることによって、地域が

再生していくことなのであろう。しかし、知らない住民が入ってくることにより、既存の住民

の生活が忘れられていってしまうのではないだろうか。

Ⅴ　まとめ

　斜面密集市街地における問題の根本は、たしかに地域の方々がおっしやるように高齢化のた

めに住民が開発の時間的長さに耐えられず、向上心がもてないということにあるのだろう。そ

して、防災に向けて、設備の充実や老朽住宅の改善を図っていくためには、確かに道路を新設

しなければ手の施しようがない。しかし、だからといって、それに伴う新住民の若年層にその

後のまちづくりにおける望みをすべて託して良いのであろうか。今、行われている再開発は、

既存の住民の生活の向上に向けられたものである。ハード面の変化に伴っては必ずしも既存の

住民の生活が向上するとは限らない。さらに、若年者だからといって、本当に後から入ってき

た住民のまちづくりに現住民がついていけるのであろうか。

　やはり大事なのは高齢者であろうとなかろうと、現住民がこの斜面住宅地の良さとリスクを

把握して団結していくことが大切なのである。言うのは簡単だが、それが難しいということは

今回現地にお邪魔してよくわかった。しかし、やはり問題は、道路でも駐車場でもなくそこな

のである。このコミュニティの問題をハードの改善によって解決しようとするだけでなく、根

気強く呼びかけていかなければなにも解決しない。

　そのために、鍵となるのはリスクの認知である。地域内には防災に対する危機意識はあって

も、依然として行動に結びつかないという現状が見受けられる。それは、おそらく危ないとい

う漠然とした意識はあっても、何が危ないのか、どこの、だれが、なぜ、どのように危ないの

か、そしてどうすれば良いのかということが具体的に示されていないからだ。それが「斜面地

全般」というマクロなアナウンスになってしまって、立山町内として「あなたの近所」が非常

に危険なのだという意識付けができていないのだ。だからこそ、地域内をもっと細かく調査し、

よりヴィジュアルなデータとして地域に示したり、災害時にどうなるかを具体的にシミュレー

トしたりすることが具体的な対策として挙げられる。これは、地域内でできないのなら大学や

企業との協働も可能なはずである。人は平時よりは、緊急時の方が団結できる。だからこそ、

災害時のリスクをもっと意識化することで地域住民の団結を図ることができるのではないだろ

うか。これは、斜面市街地という環境だからこそできることである。要するに、コミュニティ

を作って防災活動を進めるというだけでなく、防災という目標に向かってコミュニティを形成

するという逆の発想に転換すれば良いのだ

　最後に私は、今回、斜面住宅地のまちづくりに関わる人々の熱意に触れて非常に感動した。

だからこそ、付け加えておきたいのは、実際に地域でまちづくりに携わっている人々は、かな

りさまざまな要因を総合的に考え、四苦八苦しながらも実際に行動を起こしている。したがっ

て、部外者である私の分析は必ずしも地域の行く末を正確に描写しているわけではない。また

行政の地域に対する施策の是非は、私には判断しかねる。これは、私自身が収集したデータと

見聞をもとに、他の地域の事例と対照して行った実験的な分析であることを強調しておきたい。
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